
次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改める。 

改 正 後 改 正 前 

鈴鹿市地域公共交通会議規約 鈴鹿市地域公共交通会議規程 

（目的） （目的） 

第１条 鈴鹿市地域公共交通会議（以下「交通

会議」という。）は、地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律（平成１９年法律第

５９号）及び道路運送法（昭和２６年法律第

１８３号）の規定に基づき、地域住民の生活

に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利

便の増進を図り、地域の実情に即した輸送

サービスの実現に必要となる事項を協議す

るために設置する。 

第１条 鈴鹿市地域公共交通会議（以下「交通

会議」という。）は、地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律（平成１９年法律第

５９号）第６条第１項の規定に基づき、地域

公共交通計画（以下「交通計画」という。）

の作成及び実施に関し必要な協議を行うと

ともに、道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）の規定に基づく会議として、地域住民

の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅

客の利便の増進を図り、地域の実情に即し

た輸送サービスの実現に必要となる事項を

協議するために設置する。 

（事業） （事業） 

第３条 交通会議は、第１条の目的を達成す

るために、次に掲げる事業を行う。ただし、

第４号に掲げる事業のうち「運賃、料金等の

協議に関する事業」は、第１２条に規定する

分科会で行わなければならない。 

第３条 交通会議は、第１条の目的を達成す

るために、次に掲げる事業を行う。 

(１) 地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律第５条第１項に規定する地域公

共交通計画（以下「交通計画」という。）

の作成及び変更の協議に関する事業 

(１) 交通計画の作成及び変更の協議に関

すること。 

(２) 交通計画の実施の協議に関する事業 (２) 交通計画の実施の協議に関するこ

と。 



(３) 交通計画に位置付けられた事業の実

施に関する事業 

(３) 交通計画に位置付けられた事業の実

施に関すること。 

(４) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客

運送の態様及び運賃、料金等の協議に関す

る事業 

(４) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客

運送の態様及び運賃・料金等の協議に関す

ること。 

(５) 市町村運営有償運送の必要性及び旅

客から収受する対価の協議に関する事業 

(５) 市町村運営有償運送の必要性及び旅

客から収受する対価の協議に関すること。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、第１条

の目的を達成するために必要な事業 

(６) その他交通会議の目的を達成するた

めに必要なこと。 

 

 

（委員） （構成員） 

第４条 交通会議の委員は、次に掲げる者と

する。 

第４条 交通会議の委員は、次に掲げる者と

する。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 一般乗合旅客自動車運送事業者又は

その組織する団体の代表者若しくはその

指名する者 

(２) 一般乗合旅客自動車運送事業者又は

その組織する団体の代表者又はその指名

する者 

(３) 一般貸切（乗用）旅客自動車運送事業

者又はその組織する団体の代表者若しく

はその指名する者 

(３) 一般貸切（乗用）旅客自動車運送事業

者又はその組織する団体の代表者又はそ

の指名する者 

(４) 鉄道事業者又はその組織する団体の

代表者若しくはその指名する者 

(４) 鉄道事業者又はその組織する団体の

代表者又はその指名する者 

(５)～(８)  略 (５)～(８)  略 

(９) 前各号に掲げるもののほか、交通会

議が必要と認める者 

(９) その他交通会議が必要と認める者 

（任期） （任期） 

第７条 委員の任期は、２年とする。ただし、

再任を妨げない。 

第７条 委員の任期は、２年とする。ただし、

再任は妨げない。 

２  略 ２  略 



３ 委員の任期満了に伴う改選が行われた場

合は、次の副会長及び監査委員が選任され

るまでの間、従前の副会長及び監査委員が

その職務を執行する。 

３ 委員の任期満了に伴う改正が行われた場

合、次の副会長及び監査委員が選任される

までの間、従前の副会長及び監査委員がそ

の職務を執行する。 

（会議） （会議） 

第８条  略 第８条  略 

２  略 ２  略 

３ 委員は、都合により会議を欠席するとき

は、代理の者を出席させることができるこ

ととし、あらかじめ会長に代理の者の氏名

等を報告することにより、その代理の者の

出席をもって当該委員の出席とみなす。 

３ 委員は、都合により会議を欠席する場合、

代理の者を出席させることができることと

し、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を

報告することにより、その代理の者の出席

をもって当該委員の出席とみなす。 

４・５  略 ４・５  略 

６ 交通会議は、必要があると認めるときは、

委員以外の者に対して、資料を提出させ、会

議に出席を依頼させ、又は意見、助言等を求

めることができる。 

６ 交通会議は、必要があると認めるときは、

委員以外の者に対して、資料を提出させ、会

議への出席を依頼し、又は助言等を求める

ことができる。 

７  略 ７  略 

（書面開催） （書面開催） 

第９条 会長は、必要と認めるときに、書面に

より委員の賛否を求め、その結果をもって

交通会議の議決とすることができる。 

第９条 会長は、必要と認めるときに、書面に

より委員の賛否を求め、その結果をもって

交通会議の議決に代えることができる。 

２・３  略 ２・３  略 

４ 第１項の規定により交通会議の議決とし

たときは、会長は、その結果を書面により速

やかに委員に報告するものとする。 

４ 第１項に規定する議決をおこなった場

合、会長は、その結果を書面により速やかに

委員に報告するものとする。 

（幹事会） （幹事会） 

第11条 会議に提案する事項について協議又

は調整を行うため、必要に応じて交通会議

に幹事会を置くことができる。 

第11条 会議に提案する事項について協議又

は調整を行うため、必要に応じ交通会議に

幹事会を置くことができる。 



２  略 ２  略 

（分科会） （分科会） 

第12条 第３条各号に掲げる業務について専

門的な調査又は検討を行うため、必要に応

じて交通会議に分科会を置くことができ

る。 

第12条 第３条各号に掲げる業務について専

門的な調査又は検討を行うため、必要に応

じ交通会議に分科会を置くことができる。 

２  略 ２  略 

（事務局） （事務局） 

第13条 交通会議の事務を処理するため、鈴

鹿市都市整備部都市計画課内に事務局を置

く。 

第13条 交通会議の事務を処理するため、鈴

鹿市都市計画課内に事務局を置く。 

２ 事務局長は都市計画課長をもって充て、

事務局員は同課の職員をもって充てる。 

２ 事務局長は、鈴鹿市都市計画課長をもっ

て充て、事務局員は、同課の職員をもって充

てる。 

３  略 ３  略 

（予算） （予算） 

第15条 会長は、毎会計年度予算を調製し、交

通会議の議決を得なければならない。 

第15条 会長は、毎会計年度予算を調整し、交

通会議の議決を得なければならない。 

（決算） （決算） 

第16条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞な

く、交通会議の決算を調製し、監査委員の監

査に付さなければならない。 

第16条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞な

く、交通会議の決算を調整し、監査委員の監

査に付さなければならない。 

２ 会長は、第６条３項の規定による監査の

報告があったときは、当該監査に付した決

算について交通会議の承認を得なければな

らない。 

２ 会長は、第６条３項の規定により、当該監

査の報告があったときは、当該監査に付し

た決算について交通会議の承認を得なけれ

ばならない。 

（報酬及び費用弁償） （報酬及び費用弁償） 

第18条 委員は、会議に出席したときは、報酬

及び費用弁償を受けることができる。ただ

し、行政機関の職員については、この限りで

第18条 委員は、会議に出席したときは、報酬

及び費用弁償を受けることができる。ただ

し、行政機関の職員については、支給しな



ない。 い。 

２  略 ２  略 

（財産の移管） （財産の移管） 

第19条 交通会議は、事業費負担金又は補助

金を受けて実施する事業（この条において

「事業」という。）により取得した財産につ

いて、あらかじめ事業の開始前に鈴鹿市と

協議して定めるところにより、事業に要す

る経費の余剰分を鈴鹿市に移管するものと

する。 

第19条 交通会議は、事業費負担金又は補助

金を受けて実施する事業（以下「事業」とい

う。）により取得した財産について、あらか

じめ事業の開始前に、事業に要する経費に

ついて、鈴鹿市と協議して定めるところに

より、余剰分を鈴鹿市に移管するものとす

る。 

（報告） （報告） 

第20条 会長は、次に掲げる書類を鈴鹿市長

に提出しなければならない。 

第20条 会長は、次に掲げる書類を鈴鹿市長

に提出しなければならない。 

(１) 前年度の事業報告書及びその年度の

事業計画書の写し 

(１) 前年度の事業報告書及びその年度の

事業計画書の写し。 

(２) 前年度の収支計算書及びその年度の

収支予算書の写し 

(２) 前年度の収支計算書及びその年度の

収支予算書の写し。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、鈴鹿市

長に報告が必要と認められるもの 

(３) その他報告が必要と認められるも

の。 

（委任） （委任） 

第22条 この規約に定めるもののほか必要な

事項は、会長が会議に諮って定める。 

第22条 この規程に定めるもののほか必要な

事項は、会長が会議に諮って定める。 

 


